














研究・技術計画学会 第 17 回年次学術大会
1
第２研究グループ主任研究官 富澤 宏之
研究・技術計画学会 第 17 回年次学術大会が平成 14 年 10 月 24 日〜 26 日に北九州市で開催された。
当学会は、科学技術の経営・政策全般にわたる研究交流と情報交換を図ることを目的とする学会であり、毎年
秋に、産・学・官の多分野にわたる学際的、業際的な参加者による年次学術大会を開催している。本年は、当
研究所より 6 件の研究発表を行った。以下に発表内容の概要を示した。([ ]内は発表者名。○は登壇者を示
す。)










3) 米国における公的研究開発の評価手法 [○齋藤芳子† 、富澤宏之† 、小林信一† ]
米国連邦政府における研究開発評価について、用いられる評価手法、定量的手法が用いられるようになっ
た背景、および調査から得られた政策的含意を報告した。なお、本報告は、当研究所の報告書『米国における
公的研究開発の評価手法』(調査資料 - 86、2002 年 5 月)において公表した調査結果をもとに考察を加えた
ものである。
4) 研究開発統計におけるFTEの概念・原理の問題点 [○富澤宏之† ]




れは単なる測定技術上の問題ではなく、 R&D 統計の原理に由来する問題であることを示し、 R&D 統計体系
の再構築の必要性を提示した。
5) IMD による World Competitiveness 指標の分析—科学技術分野— [○丹羽冨士雄‡ ]
各国の競争力を示す指標として広く注目されているIMDの世界競争力(World Competitiveness)は深く分析さ
れているとは言い難く、また計算方法が公表されていないため、本研究では、IMD の 2001 年報告書を対象
に、科学技術における世界競争力の詳細分析を行った。その結果、IMD の世界競争力の統計的構造や信頼
性についての問題点が明らかとなった。






























訪問調査期間は 11 月 4 日から 11 日までの約 1 週
間。前田昇 客員研究官(高知工科大学大学院教授)に随行
して調査したものから、所感を含め概要を紹介する。


















冒頭の一節"How do you change the culture?"は、そうしたお話の中で繰り返し述べられ、短期間に文化を
変えることは難しいことではあるが、と付け加えられたものだが、実は本質的な目標がそこにあったのではない
かという気がしている。つまり、「時勢の変化に柔軟に対応できること」が、現在のオースチンの持てる力であ
















































今回の機関評価においては、本年 4 月以降計 6 回の会合
が開催され、当研究所より提出した研究所の活動全般に関す
る資料に基づき、行政部局関係者(井上文部科学省科学技術・
学術政策局次長)及び外国人専門家(Dr. W. Blanpied NSF 東
京事務所長(当時))からの意見聴取・討議、当研究所の研究職
員からの意見聴取等を交え、調査研究活動及び機関運営全般に係る検討・評価が実施されました。
今回の機関評価の最終会合となった第 6 回会合は、10 月 25 日に池上委員長のお膝元である会津若松・
会津大学において開催されました。
会合開催に先立ち、機関評価委員及び当研究所のスタッフが学内を見学しました。同大学の特徴としては、






















(1) については、  地域の研究開発・イノベーション活動を支援するための調査研究の強化といった政策
的・社会的要請に対応したテーマ設定、絞り込みと優先度付けの実施、  アジア各国を対象とした調査研究・
交流活動の強化といった政策提言機能の強化が課題とされています。
















・11/ 1Prof. Francis Waldvogel: スイス連邦工科大学(ETH)評議員会会長
・11/11廉 載鎬: 高麗大學教授(國家科學技術諮問會議専門委員)
 崔 光鶴: 在京韓国大使館科学官
・11/19具 本梯: 韓国科学技術省技術協力局長
6
 權 相遠: 同技術協力局総括課長


















DISCUSSION PAPER No.24 -
・「科学技術動向 2002 年 11 月号」(11 月 28 日発行)
 特集 1 情報通信分野におけるアクセシビリティに関する研究開発と標準化の動向
 客員研究官 山田 肇、情報通信ユニット 山崎 哲也
 特集 2 単電子エレクトロニクス研究の動向
 客員研究官 小口 信行、材料・製造技術ユニット 高野潤一郎
 特集 3 水循環を基本とした総合水管理に向けた研究動向
 総括ユニット 山口 充弘
 特集 4 エアロゾルの地球温暖化への影響の研究
 環境・エネルギーユニット 根本 正博、客員研究官 小林 博和
文部科学省科学技術政策研究所広報委員会 (政策研ニュース担当: 情報分析課news@nistep.go.jp)
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